
被災者に対する健康・生活支援の取組の強化について

●復興のステージ●復興のステージ

避難の長期化に伴う
健康面を中心とした影響

生活定着までの
様々な不自由

避難所
での生活

仮設住宅
での生活

災害公営住宅
等での生活

本格的な
住宅再建

●復興の取組と実績●復興の取組と実績

○ 避難者数 約４７万人 → 約２５万人
（発災直後→平成２６年６月）

○ 仮設住宅団地数（３県） ９０７団地（平成２６年５月）
○ 介護等のサポート拠点 １１５箇所（平成２６年６月）
○ 生活支援相談員（３県） 約６００人（平成２５年度）
○ 復興支援員 １８１人（平成２５年度）

省庁横断のタスクフォースを設置し、施策パッケージを策定（昨年１２月）

１． 仮設住宅入居者等の避難者に対する健康支援
（保健師による巡回保健指導等）

２． 子どもに対する支援の強化
（心身のケア、安心して過ごせる環境づくり等）

３． 医療・介護人材の確保
（奨学金や就職準備金の貸与による人材確保等）

４． 恒久住宅の整備と仮設住宅等からの移転に伴う課題への対応
（コミュニティ支援等）

５． 市町村の業務負担に対する支援の強化
（人的支援・復興人材プラットホームの構築等）

様々な形で震災の影響を受けている被災者に対して、
⼼のケアや⾒守りなど、各種⽀援を推進

避難の⻑期化や恒久住宅への移転に伴う健康・⽣活⾯に関する諸課題について
点検、施策を⾒直し（健康・⽣活⽀援タスクフォース）

【⾒守り・孤⽴防⽌】 【サポート拠点】【⼼のケア】

避難の⻑期化や避難者の移転などによる課題に
現場主義の視点で、今後も対応

○現場の課題の吸い上げ
（⾒守り体制の充実、コミュニティづくりへの⽀援）

○健康⾯や⽣活⾯における総合的な施策の策定
（相談員・復興⽀援員の⼗分な確保など）

さらなる取組・「⼼⾝のケア」

⼼のケアセンターからの
訪問相談

復興⽀援員に
よる⾒守り

●現場の取組事例●現場の取組事例

定期的な
情報誌の送付

復興⽀援員

仮設住宅団地「お茶っこ会」
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被災者に対する健康・生活支援の取組事例


